イノベーション創出型政府調達と大学の役割
SBIR制度に関する日米比較
【論文要旨】
米国では、SBIR（Small Business Innovation Research、中小企業技術革新）制度の選定を受けたベンチャー、中小企業は大学との関わりが強く、その大半は政府からの研究開発助成や政府調達の支援を受け、大学発の先端技術の商業化を成功させている。換言すれば、大学発の先端技術をイノベーションに転換する産学官連携が成立しているといえる。また、連邦政府と一部の州政府が独自に実施する一般の政府調達における中小企業からの調達義務総額の枠（Set Aside）と、連邦政府のファンド等が入る公立、私立大学に課せられた中小企業からの調達義務の存在によって、大学が「最初の買い手」として大学発の先端技術を調達できる環境となっている。
我が国のSBIRでは、大学発ベンチャーの規模の低調などを理由に、実績のある中小企業がSBIR制度の支援対象となる場合が多い。政府による資金支援は、技術研究開発に対する補助金に留まっている。事業化支援の際には、米国と異なり政府調達と連動はないことからも、我が国のSBIRは、官民連携の様相が強い。中小企業向け官公需が米国の政府調達におけるSet Asideに類似しているが、憲法、会計法の制約により官公需の調達枠の義務化は困難である。ベンチャー、中小企業支援やイノベーション創出に特化した公共調達の導入など、政府が「最初の買い手」としての役割を柔軟に担っていくことが望まれる。大学を中心とした地域におけるイノベーション創出システムを目指す我が国にとって、米国のSBIRの取組みは示唆に富む。
